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介護労働者の確保・定着等に関する研究会におけるヒアリング事項 
 

【特別養護老人ホーム 光風荘】 



１ 基本情報   

                                                             団体名      特別養護老人ホーム 光風荘           

                

 

① 事業所属性 

  ○ 事業所の主体（株式会社、社会福祉協議会、社会福祉法人（社協以外）、医療法人、NPO） 

社会福祉法人（社協以外） 

 

 

○ 介護関係業務に係る主たる業務 

介護老人福祉施設（定員５４名）、短期入所生活介護事業（定員１６名）、通所介護事業、訪問介護事業、居宅介護支援事業 

併設施設としてケアハウス（定員１５名） 

 

 

 

○ 介護事業の現状  

介護老人福祉施設においては平均要介護度４.１１  利用率では９５％で年々重度化傾向にある。 

短期入所生活介護事業についても介護度４及び５の利用者の割り合いが３６.７ ％（１８年度）から５８.４ ％（１９年度）と 

重度化傾向にある。 

通所介護事業は介護予防事業の導入により登録５３名中２名が予防給付となったが、認定上の疑問は残る。 

その他居宅介護支援事業については、平成１８年度改正により本来の機能であったケースワークという観点が発揮可能となった。 
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２ 介護労働者の定着を図るための措置等について  
 
(1)  人員構成と過不足感 

①   人員構成（有資格者か無資格者、介護労働に関する経験の有無、正規職員か非正規職員、性別・年齢、新卒と中途、）の現状、 

人材の募集に対する応募状況及び充足状況は、どのようになっていますか。 

平成１８年度末において、介護老人福祉施設（介護職正規１９人、非正規１０人）より４人（正規有資格者２人、無資格者２人）

の退職があった。その補充のために約７ヶ月（その間３/４以下のパート職員は３人補充）を要してしまった。このような事は従前 

には全く経験がなく、世情言われている求職者の減を直に感じたところです。 

一方、定期採用においては個別ケアへの方向が定まった３年前より計画的に実施し、確実に採用（養成校２校より１名ずつ）でき

ている。またその中での退職者は６名中１名であった。 

 ※小さな施設において定期採用は難しい所もあると思うが、事業の安定性を考えると効果大だと思われる。 

 ※ニーズに即応するという事で個別ケアを整理すると職員変動にある程度耐性は出てくる。 

 

 
(2) 雇用管理改善の効果的な取組等 

① 介護労働者の人材確保、定着を図る上で、事業所の主体（社会福祉法人、医療法人、民間会社）ならではのメリットや特徴はありますか。 

社会福祉法人という事で小さいとは言いながら介護老人福祉施設を有し、その事は財源・人的資源共にある程度の余裕があるため、 

組織改変・研修にもじっくりと取り組む事ができた。 

加えて介護保険法上の小さな事業にも鋭意取り組む事ができる。この事は今後職員の経歴加算に伴って必須となるであろう「キャ

リア・パス」という点に対しても、実現可能性（専任の管理者へ登用）を示唆するものとなる。 
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 ② これまでに雇用管理の改善のために取り組んだ措置等で、特に改善効果が高かったものは、どのようなものですか。 
    また、その措置等を講じるターゲットは、主としてどこに置いたものですか。（有資格者か無資格者、介護労働に関する経験の有無、     

正規職員か非正規職員、性別・年齢、新卒と中途。）。    

有資格者を内部登用し、管理職の拡大（事業種別毎に専任の管理者を置く）を図る事により、職員一人一人がスキルアップと待遇

の整合を体現できるようにし、併せて組織フラット化を実現、情報伝達の正確さスピード化を図る。 

 

    別紙   資料１. 

         資料２. 

         資料３. 

 

 

 
③ 今後、貴事業所において、取り組みたいと考えている雇用管理の改善のための措置等はありますか。 

  リフレッシュ休暇 

      ３年経過・５年経過・７年経過で各々１日～３日の休暇を付与 
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５ 厚生労働省への要望  

 

○ 人材確保や雇用管理の改善を進めるために、貴事業所が厚生労働省に期待することはありますか。 

介護保険はその導入時から孤独死・虐待・減額改定・コムスン問題等否定的な報道が多く、求職者或いは学生達に測り知れない 

マイナスイメージを植え付けてしまったのではないかと思います。まずはこの事の払拭を図ってほしい。 

そして団塊の世代の高齢化問題或いはマイナスシーリングにのみ囚われるのではなく、介護事業は最たる労働集約型産業であり、 

そこに働く人のモチベーションで良否が大きく左右される事業であるという事を念頭に置き、私達もしっかり法人改革に立ち向かい 

ますので、彼らが夢・将来展望が持てるような改革案を発信していただきたい。 
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